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三.宇 宙物体の登録制度

1.登 録制度の概要

(1)2つ の宇宙物体登録制度

国連における宇宙物体登録制度は,正 確 には2つ の制度から成る。一つは,

1975年 の登録条約(1976年9月 発効)に 基づ くものであり,も う一つは,1961
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年の国連総会決議1721号(XVD「 宇宙空間の平和利用における国際協力」のB

に基づ くものである11ユ)。つま り,登 録条約批准国は条約上の義務 として,そ

れ以外の国連加盟国は1961年 総会決議に基づ き任意に,宇宙物体の登録を行う。

この2つ の制度によりすべての宇宙物体が登録 されることが意図されている。

その意味で,両 制度は補完的な関係 にある112)。

このように宇宙物体の登録について2つ の制度が存在 し両者は法的には別の

ものであるが,登 録条約発効後は,各 国が提供する登録情報は,1961年 決議 に

基づ く場合であっても多 くの場合登録条約で義務づけ られたもの と同じであ

り113),登 録条約未批准国 も実際上は条約制度に準拠 した運用 をしている。 ま

た,国 連事務局は,こ れら各国か らの提供情報に加えて事務局が独 自に入手 し

た情報 も合わせて整理 して公表 してお り114),こ こにおいては条約による登録

情報か決議による登録情報か区別されていない。以下では,総 会決議 に基づ く

制度 も事実上包含 しているもの として,条 約制度を中心に説明を進める。

(2)国 連登録簿 と国内登録簿

登録条約は,各 国が自国内に設置 ・保管する登録簿に登録 した宇宙物体に関

する一定の情報を国連事務総長に提供 し(2条1項,4条1項),事 務総長は,

自身が保管する登録簿に各国か ら提供 されたその情報を記録する(3条1項)

とい う仕組みを設けている。したがって,こ の登録条約においては,各 国が保

管する登録簿(以 下 「国内登録簿」 とする。)と 国連事務総長が保管す る登録

簿(以 下 「国連登録簿」 とする。)の2種 類の登録簿が存在する115)。

111)国 連 宇 宙 空 間 平 和 利 用 委 員 会 法 律 小 委 員 会 「宇 宙 物 体 の 登 録 に お け る 国 家 及 び

国 際 機 構 の 実 行:事 務 局 に よ る 背 景 文 書 」(A/AC.105/C.2/L.255(25January

2005))(以 下 「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」 とす る 。)p.3,para.5.

112)「 同 上 背 景 文 書 」p.3,para.5andp.4.

113)「 同 上 背 景 文 書 」p.5,para.20.

114)国 連 宇 宙 部 サ イ トhttp://www.unoosa.org/oosa/showSearch.do.

115)米 国,ロ シ ア,オ ー ス トラ リ ア,英 国,ウ ク ラ イ ナ,ス ウ ェ ー デ ン,南 ア フ リ カ,

フ ラ ン ス,カ ナ ダ 及 び ア ル ゼ ンチ ン の 国 内 登 録 制 度 一 般 に つ い て,Hermida,

supranote37,pp.98,110,121-122,133-134,139,143,148,164,171,234-237が 有

用 で あ る 。 た だ し,本 稿 の 関 心 で あ る登 録 基 準 に つ い て ほ とん ど言 及 が な い 。
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この国連登録制度に基づ き各国か ら国連事務総長に対 し提供する情報 を記載

した文書(以 下便宜的に 「登録文書」 とす る116)。)は,1961年 決議に基づ く

ものはA/AC.105/INF...の 文書記号が,登 録条約に基づ くものはST/SG/

SER.E/...の 文書記号が付され,配 布 される。2005年1月1日 現在,1961年 決

議 に基づ く登録文書は411,登 録条約に基づ く登録文書は462を 数える117)。こ

れらの登録文書は,国 連宇宙部サイ トでほぼすべて入手できる118)。

(3)登 録 国

登録条約上,「 登録 国(Stateofregistry)」 とは国内登録簿に宇宙物体が登

録されている 『打上げ国』と定義される(1条(c),2条1項)。 この定義から,

条文上は,厳 密 には,国 連登録簿への記載は登録国であることの要件ではな く,

また条約の定義する 『打上げ国』 に該当しない国が登録 を行っても登録条約上

は登録国ではないということになるが,実 際の運用ではそれほど厳密に行われ

ていないようで,一 般に,国 連に登録文書を提出 した国が当該物体の登録国と

して扱われている。

その 『打上げ国』には,冒 頭で述べたように4つ の国が含まれうる。したがっ

てまた,『 打上げ国』 は複数国が該当することがあ りうるが,こ の場合,こ れ

らの 『打上げ国』 は当該宇宙物体を登録するいずれか1の 国を共同して決定し

なければな らない(2条2項)。 実際には,『打上げ国』が複数ある場合でもこ

れ らの国の問で登録国を個別に決定することは少なく,こ の点は後 に分析す る

ようにほぼ慣行が成立 していて,結 果的にある程度二重登録や無登録の発生が

抑えられている。ただし,必 ず しもその慣行が完全なものとはいえずまた慣行

116)こ の 文 書 の 呼 称 は 確 立 し て い な い よ う で,国 連 宇 宙 部 の サ イ トや 報 告 書 な どで

は,「 登 録 文 書(registrationdocument;documentofregistration)」 や 「通 告

書(notification)」 と 呼 ば れ て い る 。 こ こ で は,国 連 宇 宙 部 サ イ ト(注114)の

宇 宙 物 体 一 覧 で 表 記 さ れ る 「登 録 文 書 」 の 表 現 を用 い る こ と にす る 。

117)「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」(注111)p.4,paras.13-14.

118)http://www.unoosa.org/oosa/en/SORegister/index.html.た だ し,デ ー タベ ー

ス が ま だ 整 備 さ れ て い な い よ う で,い くつ か の 文 書 は リ ン ク 先 が 存 在 し な い な

ど入 手 で きな い 。
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として成 り立っていない場合 もあるため,登 録条約で定義 される 『打上げ国』

に該当するとはいえない国が登録することがあ り119),ま た登録が複数の国 ・

国際機構 によって行われる例 も少なくない120)。

(4)登 録情報 と国際標識番号

登録条約上,登 録国,す なわち国内登録簿に宇宙物体を登録 した国は,国 連

事務総長に以下の情報を提供することが義務づけられる(4条1項)。

(a)打 上げ国の国名

(b)宇 宙物体の適当な標識又は登録番号

(c)打 上げが行われた日及び領域又 は場所

(d)次 の事項 を含む基本的な軌道要素

(i)周 期

(li)傾 斜角

㈹ 遠地点

(iv)近 地点

(e)宇 宙物体の一般的機能

これら以外 にも,登 録国は追加情報を提供す ることがで きる(4条2項)。

また,登 録国は,情 報提供 した物体が地球周回軌道に存在 しなくなった ものに

ついて事務総長に通報 しなければならない(4条3項)。 ただ,実 際には,追

加情報の提供は少 なくないが,地 球周回軌道に存在 しなくなったことについて

の通報は多 くない。

ここで特 に注意すべ き点は,「(b)宇宙物体の適当な標識又は登録番号」につ

119)後 述 「四.4.(2)」 のBSB-1A(1989-067A)な ど。

120)2004年 末現在の二重登録物体16個 の一覧が,「2005年 事 務局背景文書」(注111)

に記 載 されている(p.20)。 た だ し,こ れは登録条約 に基づ く登録に限定 され

てお り,1961年 国 連総会決議 に基づ く登録 を含めるとその数は遙かに多 くなる。
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いてである。各国から提出される登録文書では,物 体の一般名称 と共に,何 種

類かある標識番号の1つ または複数(例 えば国内登録番号)が 付 されることも

ある121)。登録条約その他の公的な国際制度で正式に採用 されている標識 ・登

録番号はないが,国 連宇宙部は,宇 宙物体の同定の便宜のために,全 宇宙物体

に共通する登録番号 としていわゆる「国際標識番号(internationaldesignator)」

を用 い てい る。 この国際標 識番号 は,1957年 以降,宇 宙空間研究委 員会

(CommitteeonSpaceResearch;COSPAR)の ため にスペー ス ワー ン

(WorldWarningAgencyforRocketsandSatellites;SPACEWARN)が 割 り

当てているもので,SPACEWARNBulletinで 公表される122)。この国際標識

番号 は,個 々の物体について,打 ち上げられた年,そ の年に打ち上げが行われ

た時間的順序及び同時に打ち上げられた物体についてのアルファベ ット順123)

の3つ の情報か ら成っている。国連宇宙部は,各 国か ら提出される登録文書に

おいて個々の登録物体に国際標識番号が記載 されているか どうかに関わ りな

く,こ の国際標識番号 により宇宙物体の情報管理 を行 っている。

宇宙関連の文献 ・資料では特定の宇宙物体に言及する場合その一般名称 を用

いることが一般であるが,一 般名称は文献 ・資料により異なるだけでな くその

一般名称す ら用い られないこともあ り
,物 体を正確 に同定することは容易でな

い124)。また,物 体の売却等により一般名称は変更 されることがあ り,特 に転

121)「 同 上 背 景 文 書 」p.9,paras.54-59及 び 同 背 景 文 書 訂 正 版(A/AC.105/C.2/

L.255/Corr.2)。

122)「 同 上 背 景 文 書 」p.9,paras.55-56.SPACEWARNBulletinのURLは,

http://nssdc.gsfc.nasa.gov/spacewarnで あ る 。 ス ペ ー ス ワ ー ンの 日本 で の 連 絡

者 は,情 報 通 信 研 究 機 構 理 事 で あ り,日 本 が 登 録 す る 物 体 の 国 際 標 識 番 号 に 関

す る 連 絡 は こ こ を 通 じ て行 わ れ る 。

123)た だ し,ア ル フ ァ ベ ッ トの"1"と"0"は 使 用 され な い 。 また,後 に存 在 が 確

認された物体 については,末 尾 のアルファベ ットが付 されないことがある。

124)例 え ば,日 本 が 登録 して い る気 象衛 星 「ひ まわ り6号 」(2005-006A)は,
"Hi
mawari6"や"MTSATIR"と も表記される。また,英 語圏以外の国(中

国など)の 宇宙物体の場合,英 語の名称が用い られる場合 と本国言語表現が英

語表記 される場合 とがあ り,ま た英語表記のスペル も文献 ・資料 により異なる

こともある。米国の登録文書は,国 際標識番号 は付 されるが一般名称が記載 さ

れないため,こ れも物体の確実な同定は難 しいことがある。
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売 が繰 り返 される と元々それが どの宇宙物体 であるのか 同定 が困難 とな

る125)。本稿では,そ の ような不便 を考慮 して,物 体 を同定するため各物体 に

つき一般名称 と共にこの国際標識番号を付 している。

(5)登 録の対象

登録の対象 は,「 宇宙物体(spaceobject)」 である(登 録条約2条1項)。

宇宙物体 は,「宇宙物体の構成部分並びに打上げ機及びその部品をいう」 と定

義 される(1条(b))。

打ち上げられた物体は,事 実上2つ のカテゴリーに分類 されうる。すなわち,

機能的宇宙物体(functionalspaceobjects)と 非機能的(non-functiona1)あ

るいは旧機能的(formerlyfunctiona1)宇 宙物体である。前者には,衛 星,探

査用 ロケット,宇宙船及び宇宙基地構成物などがあ り,後者には使用済みロケッ

ト段 と機能停止衛星(deactivatedsatellites)カsあ る126)。登録条約に基づ き

登録 された全宇宙物体のうち,約56%が 非機能的物体であ り,現 在地球周回軌

道上 または地球周回軌道の外で追跡されるすべての物体のうち約68%が 非機能

的物体である127)。実行上,す べての非機能的物体を登録 している国は米国と

フランスのみであるとされる128)。国連宇宙部サイ トやSPACEWARNBulle-

tinに は,基 本的に機能的物体 と機能停止衛星のみが記載されている129)。

なお,軍 事衛星 は国連登録簿に記載されない とされる130)が,軍 事衛星 と国

125)そ の例 として,後 掲注168参 照 。

126)「2005年 事 務局背景文書」(注111)p.5,para.22.国 連 の用語 では,地 球周 回

軌道上の機i能的宇宙物体 を 「衛星(satellites)」,太 陽周回軌道上,太 陽と地球

以外の天体の周 回軌道上 ・地表上,及 び惑星間軌道上の機能的宇宙物体 を 「探

査用 ロケ ッ ト(probes)」,有 人の機能的宇宙物体 を 「宇宙船(spacecraft)」,

宇 宙基地の構成物(モ ジュールと支i援装置を含む)を 「宇宙基地構成物(space

stationcomponents)」 と呼ぶ,と のことである。「同上背景文書」p.15,n.1.

127)「 同上背景文書」p.5,para23.

128)「 同上背景文書」p.5,para25.た だ し,イ ンドも最近 は非機能的物体 を登録す

るようになっているようである(ST/SG/SERE/424(2003)な ど)。

129)こ れ ら以外 の物体 のデー タ(国 際標識番号 を含 む)は,SPace40(http://

www.lib.cas.cz/knav/space。40/INDEX1.HTM)で 入 手できる。

130)青 木節子 「商業宇宙打上げ形態多様化に伴 う 『打上げ国』概念再考」『法学研究
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家 との関係は明白であ り登録実行の分析を通 じた実証を要するものではないこ

とから,本 稿の分析に影響はない。

2.登 録の法効果と登録制度の意義

ここで,宇 宙物体の登録に伴 う法効果 と登録制度の意義について,他 の宇宙

関係諸条約 との関係 も含めて,簡 単にまとめてお こう。

宇宙物体の登録に関する基本規定は宇宙条約8条 第一文であ り,以 下の規定

である。

「宇宙空間に発射 された物体が登録されている条約の当事国は,そ の物体

及びその乗員に対 し,そ れ らが宇宙空間又は天体上 にある問,管 轄権及び

管理の権限(jurisdictionandcontrol)を 保持する。」

宇宙物体登録条約は,こ の規定に基づき作成 された ものである131)。

(1)権 利面での法効果 と管轄権及び管理の権限

まず,登 録に伴 う権利についてであるが,最 も重要な効果は,上 述の,登 録

国は当該登録物体 に対 し管轄権及び管理の権限を保持す ることができる(宇 宙

条約8条 第一文)と いう点である。その他,登 録された物体が登録国の領域外

で発見 されたときは,そ の登録国に返還される(宇 宙条約8条 第三文)。 また,

登録に伴 う権利でないが,登 録条約締約国は,他 の締約国が条約義務を遵守 し

ない場合 に抗議を行い法的請求を行 う権利や,特 に登録条約6条 に基づ く援二助

要請の権利を有する132)。

(慶 応 大 学)』75巻2号(2002年)84頁 注4。 た だ し,軍 事 用 通 信 衛 星 は=登録 さ

れ る よ う で あ る 。

131)登 録 条 約 前 文5項 参 照 。 ま た,F.G.vonderDunk,"TheRegistrationCon-

vention:BackgroundandHistoricalContext",4611SL2003,450,p.451.

132)vonderDullk,ibid.,pp.451-452.
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さて,登 録 と管轄権及び管理の権限 との関係であるが,物 体の登録は,登 録

を行った国が管轄権及び管理の権限を保持するための条件か というと,条 約上

はそうなっていない。第一に,『打上げ国』が複数ある場合,上 述のように 『打

上げ国』は合意により登録国以外の 『打上げ国』が管轄権及び管理の権限を行

使 しうると取 り決めることができる(登 録条約2条2項 参照)か ら,こ の場合,

登録国でな くて も宇宙条約8条 に基づ く管轄権及び管理の権限を保持すること

ができることになる133)。第二に,逆 に 『打上げ国』が1国 のみである場合,

登録 をしなければ宇宙物体に対 し管轄権 または管理の権限を行使することがで

きないということはない。無登録の宇宙物体 も少な くない134)が,こ れ らの無

登録物体 も当然のことなが らいずれの国の管轄権 ・管理の権限からも逃れるこ

とはない。 このように,登 録 と管轄権及び管理の権限の保持は必ず しも関係づ

けられておらず,そ の意味では,登 録は管轄権及び管理の権限の所在を推定す

るだけの役割しかないともいえる135)。

(2)登 録に関する義務

登録に関する義務は,登 録条約 にのみ規定がある。なお,登 録条約上の義務

は条約を批准 した国のみに課せ られるのは言うまでもない。

登録条約上の義務は,物 体の国内登録簿への登録義務と国連への情報提供義

務が最も重要であ り136),こ れはすでに述べた。またこれも述べたように,『打

上げ国』が複数ある場合 は登録国を1国 に決定 しなければならない。

133)山 本 「前 掲 論 文(宇 宙 開発(1976年))」(注30)67頁;A.Kerrest,"Remarkson

theNotionofLaunchingState",4211SL1999,308,p.309;青 木 「前 掲 論 文(打

上 げ 国 概 念 再 考(2002年))」(注130)64頁 。

134)1957年 以 降 打 ち上 げ られ た 約5730個 の 機 能 的 物 体 の う ち,390個 が 無 登 録 で あ る

(「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」(注111)p.13,para.94)。1976年 以 降 の 無 登 録 の 機

能 的物 体 の 一 覧 が,同 背 景 文 書 付 属 書V(pp.21-25)に 記 さ れ て い る 。

135)Cheng,smpranote25("ResponsibilityandLiability"(1994)),p.152.山 本 「前 掲

論 文(宇 宙 開 発(1976年))」(注30)67頁 は,そ の 推 定 す ら認 め な い 。

136)H.P.vanFeエ1ema,"TheRegistrationConvention",Proceedings,United

Nations/lnternationalinstituteofAirandSPaceLawJ7VorkshoponC砂 α0勿

BuildinginSpaceLaw2002(ST/SPACE/14)(2003),31,p.32.
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しか し,実 際には先 に触れたように無登録物体 も少 なくなく,特 に非機能的

物体 についてそうである。また,必 ず しも条約の定めるすべての情報が提供 さ

れるわけでもない137)。更にい うと,『打上げ国』が複数ある場合 も登録国を

共 同して決定す る例138)は 少な く,上 述のようにこの点 はおお まかな慣行 に

従って各国毎の判断で登録 してお り,無 登録や二重登録 を回避する制度的仕組

みはない。 このように,国 連登録制度は十全 に実施 されているとは言い難い。

(3)他 の宇宙関係諸条約との関係で生 じうる効果 ・意義

登録条約は,前 文で4つ の宇宙関係諸条約 ・規定に言及 してお り,登 録制度

はこれ らの規定の実施に資するという役割が与えられている。

まず,宇 宙条約6条 第一文前段の国の国際的責任への言及(前 文2項 前段)

であるが,こ れは本稿の中心的な関心である。第二の宇宙条約8条(同 後段,

また前文5項 参照)と の関係は,す でに述べた。

第三の救助返還協定5条3項 への言及(登 録条約前文3項)に ついてである

が,こ の規定は,領 域外で発見された物体の返還を求める際に 「打上げ機関」139)

が相手国に対 し物体識別のための資料を提供するというだけの規定であり,登

録から生 じる直接の義務 ・法効果 とは言い難い。その他の協定規定には登録条

約は言及 しておらず,こ の規定以外では登録条約 と救助返還協定は文言上関係

づけられていない。ただ,多 くの場合,登 録国と 「打上げ機関」は同一であろ

うから,実 際上,協 定の定める一定の事態が生 じた場合 に登録国が 「打上げ機

関」 としての権利義務を有する国として扱われることになろう。

最後 に,賠 償責任条約への言及(前 文4項)で あるが,同 条約は,『打上げ国』

の賠償責任 を登録 と関係づけてお らず(2条,5条 参照),し たがって,賠 償

137)例 え ば,「 打上げ国の国名」は普通 に考えるとすべ ての 『打上 げ国』の国名 と

なろうが,実 際の登録文書 には登録国名のみが記 された り,こ の項 目自体置か

れていないことが多い。 また,「 打上げが行われた…領域又 は場所」 も記載さ

れないことも少な くない(米 国など)。

138)後 述 「四.4.(5)」 参 照。

139)前 掲注6参 照。
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責任は登録の有無 ・所在に影響 されない140)。 もっとも,宇 宙物体 により損害

が引 き起 こされた場合,ど の国に対 し賠償責任 を求めるかを判断するためには

その物体の識別が重要であることは確かであり,登 録条約前文の規定はこのこ

とを確認した ものといえる。また,登 録国は,登 録条約 と賠償責任条約共に同

一の定義がなされている 『打上げ国』の一つであることから
,登 録国が賠償責

任 を負 うべき国に含 まれることは少な くとも条文上は間違いな く,実 際上,損

害を被った国はまずは 『打上げ国』の一つである登録国に賠償責任を追及する

こととなろう。登録 は,賠 償責任 との関係で実際上こういった意義を有する。

(4)登 録制度の意義

以上のように,登 録 は,管 轄権及び管理の権限保持の条件ではないこと及び

各国の負 うべき法的義務及び実際上の負担が相当に大きいことか ら,国 にとっ

て登録を行 う実益に乏 しいともいえる。実際にも,登 録条約の問題点の大きな

一つ として批准国が少ないことが指摘されている141)。 となると,国 はなぜ宇

宙物体の登録 を行 うのか,ま た登録制度の持つ意義は何かが疑問として生 じる。

一つには
,当 該物体 に対する他国による管轄権及び管理の権限の保持ない し

行使の排除とい う意義があろう。第二に,管 轄権及び管理の権限を保持する国

の公示ということも考 えられる。第三に,実 際上の効果として,救 助返還協定

での通報相手国 として予め公示 されるということも指摘できよう。

しか し,最 も大 きな意義は,宇 宙法秩序の維持に資するという点であろう。

宇宙活動は可動物である宇宙物体を用いて行われることか ら,宇 宙物体の識別

は宇宙法秩序のための何 よりも前提条件である。前述したように,登 録条約上

の義務は十全 には履行 されていない一方で,条 約で義務づけられているもの以

外の情報が提供されることも多い。また,登 録条約批准国でな くとも多 くの国

140)Sterns/Tennen,supranote15,p.171;2003年 韓 国 ワ ー ク シ ョ ッ プ 国 連 報 告 書

(A/AC.105/814,p.7,para.43)。 ま た,法 律 小 委 員 会 第43会 期 米 国 発 言

(COPUOS/LEGAL/T.703(5April2004),p.18)参 照 。

141)vonderDunk,supranote131,p.450.ま た,2006年 法 律 小 委 員 会 報 告 書(注

4)P.21,para.133参 照 。
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は国連総会決議 に基づ き登録を行っているし,更 には登録国でないことを前提

としつつ物体 の情報を提供する国 も少な くない142)。こういった行動は,各 国

の個別の権利の取得を意図しているというよりは,宇 宙法秩序の維持 というい

わば国際的な公共利益の観点か ら行われていると見ることがで きよう143)。

いずれにせ よ,各 国は,単 に登録条約上の権利義務の観点からだけではなく,

様々な事情を考慮 してそれぞれの判断に基づ き,登 録を行っている。したがっ

てまた,そ こに,国 家はいかなる理由でそのような行動を行ったのかを個別に

分析する意義を見いだすことがで きるのである。

四.宇 宙物体登録実行における登録国と宇宙物体の関係144)

ではこれか ら,宇 宙物体の登録実行 において,国 は自国といかなる関係にあ

る宇宙物体 を登録 しているのかを,明 らかにしよう。ここでは,ま ず2001年 に

142)例 え ば,ロ シアやフランスは,自 国領域か ら打 ち上 げられた物体で 自国が登録

国でない ものについて も,登 録文書で情報 を提供 している。 また後述す るよう

に(「 四.4.(4)」),イ ンマルサ ット衛星 について,英 国 も自国の登録 国と し

ての地位 を明確に否定 しつつ この衛星 に関する情報 を提供 している。

143)登 録 条約前文7項 は,=登 録制度が,物 体の識別 に資すること及 び宇宙法の適用

を容易 にしその発展に寄与することを確認 している。 また,国 連登録実行作業

の開始 を提案するにあた り,共 同提案国(12力 国,後 に2力 国追加)は,国 連

登録簿を設置すべ き理由として,交 通管理(trafficmanagement),安 全(safety)

及 び宇宙物体 の識別,の3点 を挙げている(A/AC.105/C.2/L.241(2003),p,1,

para.1)。 これ らの事項は,各 国の個別の利益 に還元 しにくいものも含 まれる。

144)個 々の宇宙物体や団体 に関す る以下の記述及び巻末の表のデータは,数 十の文

献 ・資料 ・イ ンターネッ トサイ トか らの断片的情報 を繋 ぎ合わせた ものが多 く

含まれてお り,逐 一典拠 を記す ことができない。 これ らの情報源の うち特 によ

く参 照 した もの は,国 連宇 宙 部サ イ ト(注114)の ほ か,EncycloPediα

Astronautica(http://www.astronautix.com/),Space40(supranote

129),Sl)ace-Launcher.com(http://www.orbireport.com/),G%窺 ε内 亀)ace

Page(http://www.skyrocket.de/space/space.htm1),IVASA,NationalSpace

ScienceZ)ataCenter(NSSDC)(http://nssdc.gsfc.nasa.gov/),JAXAサ イ

ト(http://www.jaxa.jp/),『 衛 星通信年報』(注106),各 団体 ・会社サイ ト(打

ち上げ団体,衛 星製造者,ロ ケ ッ ト製造者,通 信業者,放 送業者 を含 む)及 び

Wikipedia(http://en.wikipedia.org/wiki/Main _Page)で あ る。これ らのイン

ターネットサイ トはいずれも無料であり,最 終の確認は2006年12月 末 日である。
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打ち上げられたすべての物体に関する登録実行を分析し,そ の分析結果を踏ま

えつつ,日 本の登録実行,SeaLaunch社 により打ち上げ られた物体に関する

登録実行及びその他のいくつかの登録実行について考察す る145)。

1.2001年 に打ち上げられた物体に関する登録実行の分析

巻末の表1は,2001年 に打ち上げられたすべての宇宙物体(機 能的物体87個

と非機i能的物体460個 の合計547個)146)に ついて,国 際標識番号,一 般名称,

登録国,打 ち上げ日,打 ち上げ場所のある国,打 ち上げ機製造者の国籍国,当

該物体の製造者の国籍国,及 び,当 該物体の所有 ・運用団体の国籍国を記載 し

たものである147)。

分析結果 は,機 能的物体 と非機能的物体で異なる148)。

なお,こ ういった情報源の常 としてデータが不正確であった り一致 しないこと

もあるが,可 能な限 り公的なまたはより権威 ある情報源や複数の情報源で確認

したデータを選択 し記す ように した。

145)な お,こ こでは基本的に,登 録 された物体 を扱 うこととし,無 登録物体 は分析

の対象 としていない。無登録の理由を探 ることも登録基準 をより明確 にするた

めに有用であるが,無 登録の理由は個々の物体 により異な り得るだけでなく,

多 くの場合 その理由が不明であるため推測の域 を出ず,有 意な分析結果が得 ら

れない恐れがあるためである。

146)正 確 には,2001年 に打 ち上げられたものであって国際標識番号が付 されている

もの と,国 際標識番号の最初の4桁 が"2001"で あ るもの,で あ る。 この547

個 の物体の存在は,国 連宇宙部サイ ト(注114)及 びSPace40(注129)よ り。

147)こ こでは,「所有 ・運用」は「所有及 び/又 は運用(ownershipand/oroperation)」

の意味で用いている。現実には所有 と運用は同一団体に属することが大半であ

り,そ のため,参 照 した多 くの情報源において所有 と運用 は区別 されていない。

また,産 業実務的には所有 と運用 の所在 に関す る正確な情報はそれほ ど重要で

ないようで,こ れ もまた多 くの情報源において所有 と運用 に関す る情報は法的

な正確 さに欠けている。 したがって,本 稿で用い られている 「所有 ・運用」 に

関す る情報は,多 少の意味の幅のある法的な正確 さに欠ける内容が含まれ うる。

ただし,こ の不正確 さは本稿の分析結果に影響するほ どではないと思われる。

148)以 下 では,「 機i能的物体」 は国連宇宙部サイ ト(注114)に 掲載 されている もの

を,「 非機能的物体」はそれ以外 の宇宙物体 であって国際標識番号が付 されて

いるものを示す語 として用いる。この基準が,本 稿の分析 にとって最 も有用で

ある。機能的物体 と非機能的物体 の意味についてはすでに述べたが,実 際には

個々の物体 をいずれに分類す るかは容易でな く,結 局はその分析の 目的によっ

て個別 に決めるしかない。例 えば,(a)当 初 は機能的物体 であったが寿命が尽 き
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(1)機 能的宇宙物体の登録国

まず機能的物体についてであるが,登 録国と当該物体の所有 ・運用団体の国

籍国との間にはかなり強い相関関係が認められる。これを示すのが,表1の 「一

致F」(F="Functiona1")の 欄である。この欄では,こ の2国 が一致するもの

に 「○」,不 一致のものに 「×」,更 なる分析 を要するものに 「△」を付 した。

なお,「無」 は無登録であり,こ れは分析の対象から除外 している。

この一一IAFの 欄の示すように,登 録されている機能的物体77個 のうち,○ が

72個,× が1個,△ が4個 である。ちなみに,打 ち上げ場所のある国 との関係

は○が62個 ×が10個,打 ち上げ機i製造者の国籍国との関係は○が51個 ×が24個,

物体製造者の国籍国 との関係は○が68個 ×が6個 である。このように,登 録国

と所有 ・運用団体の国籍国との間には,は っきりとした相関関係が見 られる。

物体の所有 ・運用団体の国籍国との関係における△ と×の5個 の物体につい

て,も う少 し分析 を加 えよう。CORONASF(2001-032A)(ロ シア=登録),

JASON(2001-055A)(米 国1登録)及 びREFLEKTOR(2001-056E)(米 国

とロシァの二重登録)は,そ れぞれ,ロ シア ・ウクライナ(そ の他米英などい

くつかの国も参加),米 仏及び米 ロの国際プロジェク トのための物体である。

いずれも,所 有 ・運用団体の国籍国の少なくとも一方の国が登録を行っている

ことか ら,こ れらの例は,登 録国と物体の所有 ・運用団体国籍国との間に相関

関係があるといえる149)。

たな どにより機能 しなくなった ものは,い つの時点での考察か により分類 は異

なる。その他,(b)実 験 のため他の物体の一部 として機能 したが,実 験終了後切

り離 され独立の物体 とな りもはや機能 しな くなったもの,(c)機 能 させ る目的で

打ち上げ られたが,う まく軌道 に乗 らず一度 も機能 しなか った もの,(d)宇 宙 空

間に打ち上げ られたが爆発事故などにより無数の破片 と化 した もの,な ど,様 々

な物体があ りうる。宇宙部サイ トではいずれの宇宙物体 を記載するのかの基準

を明らかにしていないが,実 際には(a)～(c)を記 載 し(d)を記載 していない。そして,

これが本稿の分析 にとって も最 も有用 な基準 となっている。以下では,「 機能的

物体」は現在機能中の物体及び(a)～(c)の物 体を含むものとして,「非機能的物体」

はそれ以外の物体((d)及 び ロケ ット残骸物 を含む)と して,用 いる。

149)恐 ら く各共 同プロジェク トに関する国際協定が存在すると思われるが,確 認で

きなか った。登録 は,こ れ らの協定に基づ きまたは関係国の間で黙示的な了解

の下で行われたのであろう。なお,JASONに つ いて,後 述 「4.(5Xb)」 参 照。
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残る2個 のうち,ま ずICOF2(2001-026A)(英 国と米国の二重登録)で あ

るが,英 国の登録文書によると,こ れは英国企業ICOGIobalCommunications

社 を 「所有者/運 用者(Owner/operator)」 とする通信衛星である150)。問題

は米国との関係であるが,米 国 とは資本面での関係はない151)が,こ の衛星は

米国を中心 とする北米エ リァをサービスの対象 としてお り,ま たこの衛星の

"
primarycontrol"は 米国のPanAmSat社 が行 っている152)こ とか ら,米 国

とはこういった運用面での関係が存在する。

最後に,唯 一 ×が付 されたTURKSAT2A(2001-O①2A)で あるが,こ の衛

星の所有 ・運用団体 は,モ ナコ法人であるEurasiasat社 であるが トルコが登

録 を行 ってお り153),明 らかに上記相 関関係 はない。ただ,同 社 は,Turk

Telecom社(ト ルコ)が75%,こ の衛星の製造者であるAlcatelSpace社(フ

ランス)が25%を 出資 して設立した法人であ り,ま たこの衛星 は トルコ国内通

信用であることから,モ ナコよりも トルコとの関係がはるかに強い。実際の と

ころ,産 業実務上この衛星は トルコの衛星 として扱われている154)。このよう

に,こ の物体 は トルコと資本面及び運用面での関係が存在するといえる。

以上の分析か ら,次 の結果 を導 くことができよう。第一に,登 録は,物 体の

所有 ・運用 を決定的要素 として行 われている。 したがって,物 体の登録は,打

ち上げ場所,打 ち上げ機の製造,物 体の製造に関係せず,ま た恐らく資本関係

も重要でない。特に,登 録は打 ち上げ場所 と無関係であることは強調 されるべ

きである。第二に,登 録は,ほ とんどの場合,物 体の所有 ・運用団体の国籍国

が行 っている。ただし,国 籍国以外の国が登録を行 うこともある。以下では,

これを 「分析結果F」 とする155)。

150)ST/SG/SERE/398、

151)同 社 は,民 営化前のインマルサッ トが子会社 としてユ995年1月 に設立 した。

152)ICOGIobalCommunications社 サ イ ト(http://www.ico.com/ _about/tech/

meo.php)よ り。

153)A/AC.105/INF.413.ト ル コ ・モナ コ共 に登録条約 を批准 していないが,ト ルコ

は最近,1961年 総 会決議に基づいた登録 を行 うようになった。

154)『 衛 星通信年報』(注106)197頁 参 照。

155)登 録 実行 から機能的物体 についての登録基準を指摘す る論者 は,確 認できた範
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(2)非 機能的宇宙物体の登録国

次に,非 機能的物体について見てみよう。非機能的物体については,登 録国

と当該物体の領域打ち上げ国との間に,か なり強い相関関係が認められる。こ

の相関関係を示すのが,表1の 一 致N」(N="Non-functiona1")の 欄である。

この欄では,非 機能的物体の登録国と領域打ち上げ国が一致するものに 「○」,

不一致のものに 「×」,更 なる分析を要するものに 「△」を付 した。なお,「無」

は無登録であ り,こ れは分析の対象から除外 している。

この一一lkNの 欄の示すように,登 録 されている非機能的物体28個 のうち,○

が26個,△ が2個 であ り,× はない。登録国 と領域打ち上げ国との間には,明

白な相関関係がある。

○でない唯一の例外は,SeaLaunch社 によ り公海上で打ち上げ られた2つ

の物体であ り,領 域打 ち上げ国が存在 しない。これらの物体は,い ずれも米国

が登録を行 っている。ただ,後 述するように(「3.」),2003年 以降米国は同社

の打 ち上げた非機能的物体を登録 しな くなっていることから,こ の2件 の米国

登録 は一時的な不正規な行動のようであ り,し たがってこれから有意な分析結

果を導 き出すことはできない。

以上から,非 機能的物体については,登 録は領域打ち上げ国が行 うという実

行が確立 しているといえそうである。ただ,こ こでは取 り上げなかったが,い

囲では青木 と内富の2人 だけである。青木は,個 別具体 的に分析 してはいないが,
「国連登録簿を調査すると

,多 くの場合,… 衛星運営者/所 有者 の国籍 国が登

録国となっている。」 と結論づけてお り(青 木 「前掲論文(打 上げ国概念再考)」

(注130)82頁 。 また,同 「前掲論文(宇 宙の商業利用)」(注48)255頁 参 照),

本稿 の分析結果Fと 同 じ見解を示 している。他方,内 富 は,1999年 に打 ち上げ

られたい くつかの物体の登録実行を分析 して,「 一般 に,打 ち上げられた宇宙物

体 を所有す る国民の国がその物体 を登録する。」 と結論づ ける(M.Uchitomi,
"StateResponsibility/Liabilit

yfor`National'SpaceActivities:TowardsSafe

andFairCompetitioninPrivateSpaceActivities",441fSL200J,51,p.57)。

これも基本的に本稿の分析結果 と重 なるが,運 用 を除外 し所有 を唯一の決定的

要素 としている点で,本 稿 とも青木の見解 とも異 なる。登録及び責任 との関係

で所有 と運用 をどう位置づけるか は,「 五.」 でも触れるが,か な り深い論究が

必要がある。なお,両 者 とも責任 国 ・関係当事国の文脈で登録実行 を取 り上げ

ている点が興味深い。
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ずれの例 も領域打ち上げ国は同時に打ち上げ許可国でもあることか ら,登 録の

決定的要素が場所なのか許可なのか,こ れらのデータか らは判断で きない。そ

の判断のためには領域外打ち上げについての登録実行の蓄積 と確立が待たれる

が,現 時点ではここで見たように十分ではない。加 えて,非 機能的物体の大半

は無登録である(460個 のうち433個156))こ とから,非 機能的物体の登録実行

についてはっきりしたことは分からない。ここでは,非 機能的物体 については,

上記2国 を含むという理解の下で登録は領域打ち上げ国が行 うという傾向が見

られるという指摘にとどめておきたい。以下では,こ れを 「分析結果N」 とす

る157)。

以上の分析結果Fと 分析結果Nは,他 の様々な登録実行か らも確認できる。

以下,い くつかの実行について個別に見ていこう。

2.日 本の登録実行

まず,比 較的データが入手 しやす くより身近である日本の登録実行について

である。巻末の表2は,日 本企業による商用衛星の所有 ・運用が始まった1989

年以降に打 ち上げ られた,日 本が関係 しかつ国連宇宙部サイ ト(注114)に 記

載されている機能的宇宙物体の一覧である158)。この一覧の示すように,登 録

国 と物体 の所有 ・運用団体の国籍国の問には極めて強い相関関係が見 られ(登

録 されている機能的物体76個 の うち○が75個,× はな し),日 本の登録実行か

らも,上 記の分析結果Fと 同一の結果を見ることができる。

156)こ の460個 の うち,イ ンドか ら打ち上 げられた2001-049の 非機能的物体が345個

あ り,こ のため例年 と比較 して突出 して非機能的物体の数が多 くなっている。

ただ,こ れを除いても,非 機能的物体の無登録の割合は多い。

157)非 機i能的物体 の登録実行に言及す る文献 は,確 認できた範囲では 「2005年事 務

局背景文書」(注111)の みである。同背景文書は,具 体 的に個別の物体 に言及

す ることな く簡単に,「 打ち上げか ら生 じる非機能的物体の登録 は,通 常,打 ち

上げサービスを提供する国によってなされる。」と述べてお り(p.5,para.25),

基 本 的に本稿の分析結果Nに 重なると言 える。ただし,こ の 「サービスを提供

す る国」の表現 は曖昧であ り,私 企業が打ち上げサー ビスを提供する場合,そ

の私企業 とどのような関係にある国 を指すのか分か らない。

158)日 本 は非機能的物体 を登録 しないので,こ こでは機能的物体のみを記載 した。



宇宙物体登録実行における宇宙物体と国家の関係(二 ・完) ヱ99

ところで,日 本は宇宙物体の登録に関する法令 を持たないが,関 係15省 庁(当

時)の 以下の3つ の申合せにより登録が行われている。すなわち,① 「登録条

約に関する国内措置」(1983年3月23日 付),② 「民間通信衛星の打上げに伴う

登録条約に関する国内措置」(1989年3月3日 付)及 び③ 「日本放送協会の放

送衛星の打上げに伴 う=登録条約に関する国内措置」(1990年2月19日 付)で あ

る159)。① は宇宙開発事業団(NASDA)ま たは宇宙科学研究所(い ずれも当時)

が人工衛星の打ち上げを行った場合について,② と③は外国機関がそれぞれ第

一種電気通信事業者またはNHKの 宇宙物体(通 信衛星 ・放送衛星)の 打 ち上

げを行った場合について,日 本が国内登録及び国連登録を行 うための国内手続

きの概略を定めている。これらの申合せ も,実 際上は上記の分析結果Fに 合致

す ると言えるが,厳 密 にはこれ らの申合せにおいて日本 と物体の所有 ・運用 と

の関係は現れていない。

3.SeaLaunch社 に よ り公 海上で打 ち上 げられた物体 に関 す る登録実 行

次 に,領 域打 ち上 げ国 を持 たない,SeaLaunch社 に よ り公海上 で打 ち上 げ

られた物体 に関す る登録 実行 を見 よう。

SeaLaunch社 は,1995年 に,米 国 のBoeing社 が40%,ロ シ ア のRSC-

Energiaが25%,ノ ル ウ ェーのKvaernerASA社 が20%,及 び ウク ライナ の

SDOYuzhnoye/POYuzhmashが15%を 出 資 して設立 した 国際 ジ ョイ ン トベ

ンチ ャーであ る160)。 設 立 当初 は英 国(ケ イマ ン島)法 人 であ ったが,2000年

4月 か ら米 国法人 となって いる。打 ち上 げ に使用 され る船舶 は司令船 と打 ち上

げ船 の2隻 であ り,い ずれ もリベ リア船籍 であ る。本 部 と母港 は米国 カ リフォ

159)こ れ らの文書は,宇 宙航空研究開発機構(JAXA)法 務課か らいただいた。省庁

再編後及びNASDA・ 宇宙航空研究所のJAXAへ の組織 替え後は,必 要に応じて

これらの申合せの読み替えがなされているとのことである。

160)SeaLaunch社 サ イ ト(http://www.sea-launch.com/organization.htm)よ り。

同社についての邦語文献 としては,神 谷直亮 「衛星打ち上げロケッ ト最前線」『衛

星通信研究』84号(2000年)50-59頁 が有用である。また,青 木 「前掲論文(打

上 げ国概念再考)」(注130)71-77,81-82頁 参 照。
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ルニア州LongBeachに あ り,こ こで打ち上げ機の組み立てを行う。 これ らの

2隻 を用いて,同 社 は,公 海の赤道上で打ち上げを行う。打ち上げ許可 は,英

国法人時代か ら,米 国政府が与えている161)。

巻末の表3は,同 社が公海上で打ち上げた2006年 末までのすべての物体(非

機能的物体 を含む)の 一覧である。この表の示す通 り,英 国法人の時期 を含め,

機能的物体 については物体の所有 ・運用団体の国籍国が登録国であ り(登 録物

体14個 中○が13個,× はな し),上 記分析結果Fに 合致することが分かる。他方,

非機能的物体は,1999年 か ら2002年 までは同時に打ち上げられた機能的物体の

登録国が米国である場合に限 り米国が登録 していたが,2003年 か らはすべて無

登録 となっている。従前まで米国が登録 していた理由もその後米国が登録 しな

くなった理由も不明であるが,実 行が一定 していないこと及びいずれにせよ現

在は無登録であることか ら,非 機能的物体 についてはこの登録実行か ら有意な

分析結果を導 くことはで きない。

4.そ の他の登録実行

(1)米 国,ロ シア及び中国の登録基準

(a)米 国の登録基準

2004年 に開始 した国連登録実行作業では,2006年 末時点で入手で きる国連文

書(法 律小委員会審議録を含む)を 見る限 り,米 国のみが登録基準を明らかに

している。

すなわち,米 国の国内登録簿 には,一 般 に米国の民間団体 または政府団体に

より所有 または運用 されている(ownedoroperated)す べての宇宙物体が記

161)SeaLaunch硫 θ幽0%彪6,rev.C(2003),p.11-6参 照 。SeaLaunch社 設 立直後

に作成 された1996年 「米国 一ウクライナ商業宇宙打上 げ協定」の議定書は,同

社 の打ち上 げは米 国が許可を与 えるべ きものであることを含意 している。同社

が米国系企業であることが,こ の協定締結交渉における大前提であった。 この

協定及び議定書の邦訳は,中 央学院大学地方自治研究センター編 『原典宇宙法』

(丸善プラネッ ト,1999年)769頁 以下。なお,同 社の設立当初,国 籍国である

英国は,同 社が既 に米国か ら許可を付与されていることか ら,同 社 に許可 申請

を促すことを断念 したとされる。青木 「同上論文」72頁 。
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載 される。 これは,米 国領域内の打 ち上げかどうかに関係 しない。一般に,米

国の領域または施設から打ち上げられた非米国のペイロー ドは米国登録簿 に記

載 されない。非米国のペイロー ドは,そ の所有者/運 用者(owner/operator)

の国の登録簿 に含まれるべ きである,な ぜなら,そ の国が継続的監督を行使す

る最善の立場 にあるからである。一定の非機能的物体 については,こ れを米国

登録簿に記載する実行 を続けるつもりである162)。

ここで述べ られた米国の登録基準が,上 記の分析結果Fで 明らかにされた実

行を簡潔に示 している。ただ,非 機能的物体の登録基準は明らかでない。なお,

ここで米国が宇宙条約6条 第二文の規定する 「継続的監督」に言及 して登録基

準を説明 していることに,留 意すべ きである。

(b)ロ シアの登録基準

1996年 ロシア宇宙活動許可規程5条(9)は,外 国の衛星がロシアの打ち上げ施

設から打ち上げられる場合,打 ち上げ許可申請者はその衛星が衛星所有者の国

の国内登録簿に登録されることを保証すべ き旨規定する163)。つま り,自 国施

設から打ち上げられた外国団体の所有する衛星については,ロ シアは登録 しな

いということであ り,実 際にも表1に あるようにロシアは外国衛星を登録 して

いない。このロシアの登録基準 も,上 記分析結果Fに 合致するといえる。ただ

し,ロ シア法は,「所有」を基準としている。

(c)中 国の登録実行

もう一つ,中 国の登録実行について触れておきたい。

国連登録実行作業において国連事務局が作成した報告書は,中 国は国内で打

162)COPUOS/LEGAL/T.703(5April2004),p.18(2004年 法 律 小 委 員 会 第43会 期)。

163)国 連 宇 宙 空 間 平 和 利 用 委 員 会 「『打 上 げ 国』 概 念 再 考:事 務 局 報 告 書 」(A/AC,

105/768(21Jan.2002))(以 下,「2002年 打 上 げ 国 概 念 事 務 局 報 告 書 」 とす る 。)

p.15,para.32(a)参 照.同 規 程 の 英 訳 は,UnitedIVations/NigeriaWorkshopon

SpaceLaw,1>ntionalLegislationandPolicv,SelectedTexts(2005),p.176.



202 商 学 討 究 第57巻 第4号

ち上げられた外国衛星を登録 している旨指摘する164)。実際のところ,中 国は,

少な くとも1997年 か ら1999年 に中国領域内から打 ち上げられた15個 の外 国衛星

を登録 してお り,こ れは明らかに上記分析結果Fと 異なる。 しか し,中 国は,

2000年 以降は外国団体の所有運用にかかる衛星 を登録 しておらず,ま た2005年

に過去の無登録物体(一 部登録済み物体を含む)に 登録番号を付 してその一覧

を提出 している165)がこれに外 国団体が所有運用する物体 を含めていないこと

か ら,現 在は上記分析結果Fに 合致 した運用がなされているといえる。

ところが他方,中 国は,2001年 に 「空同物体登氾管理亦法」(宇 宙物体登録

管理弁法)166)を 制定 しこれに基づき過去の登録の見直 しも行っているとのこ

とである167)が,そ の8条 は,外 国団体の所有する宇宙物体 は打ち上げサービ

ス提供者が中国の国内登録 を行うべ き旨規定 している。これは,外 国団体所有

の物体 を登録 しないという2000年 以降の中国の登録実行 と異なっている。

ここでは詳述 しないが中国の登録実行 はこれまで振幅が激 しく,現 在の とこ

ろ中国の登録実行は分析結果Fに 合致した運用がなされているといえるとして

も,今 後同様の運用がなされるか どうかは分からない。結局の ところ,中 国の

実行か ら確定的な結果を引き出すことは困難である。

(2)衛 星の所有権の移転に伴 う新規登録

今 日,軌 道上の衛星の所有権が売買などにより国i籍を異にする団体の間で移

転することは,特 に静止軌道上の通信衛星について普通に見 られる168)。所有

164)「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」(注111)p.7,para.40.ま た,青 木 「前 掲 論 文(打 上

げ 国 概 念 再 考(2002年))」(注130)83頁 参 照 。

165)ST/SG/SER.E/475,

166)原 文 は,中 国 の 国家 航 天 局 サ イ ト(http://www.cnsa.gov.cn/n615708/n620168/

n620180/31853.html)よ り。 そ の 日本 語 訳 は,JAXA法 務 部 よ りい た だ い た も

の を参 考 に し た 。

167)COPUOS/LEGAL/T.704(5Apri12004),p.6(2004年 法 律 小 委 員 会 第43会 期)。

注165の 登 録 文 書 が そ の 見 直 し作 業 の 結 果 で あ ろ う 。

168)「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」(注111)p.7,para.36.特 に,カ ナ ダ のTelesat

Canada社 が 所 有 ・運 用 し た カ ナ ダ 登 録 物 体 の 例 が 顕 著 で あ る 。 す な わ ち,
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権 の移 転 によ り登 録国が変 更 された例 はないが,所 有権移 転 に伴 い新 た に登録

が行 われた例がBSB-1A(1989-067A)の1つ だけある169)。

同衛星 は,1989年 に米 国領域 か ら打 ち上げ られ,英 国が登録 を行 った。当初,

同 衛 星 の 「所 有 者/運 用 者」 は,ロ ン ドン に住 所 の あ るBritishSatellite

Broadcasting社 で あった170)。 そ の後,1999年 にス ウェー一・一一デ ンが,同 衛 星が1996

年 に購 入 された として,Sirius1の 名 で この物体 の登録 を行 った171)。 こ の衛

星 の 新 所 有 ・運 用 団体 は,ス ウ ェー デ ン企 業NordicSatelliteCompany

(NSAB)で あ る(当 時。現在,同 社 はSESSIRIUS社 と なってい る)。 ただ し,

英 国 は登 録 抹 消 を して お らず,英 国 とス ウ ェー デ ンの二 重登 録 とな って い

る172)。

この新規登録については,ス ウェーデンは登録条約上の 『打上げ国』 に該当

しないことは明 らかであり,登 録条約上の問題が指摘されている173)。しか し,

本稿 の関心か らいうと,ス ウェーデンによる新規登録は上記分析結果Fに 合致

するという点が重要である。同国には,物 体の所有 ・運用団体の国籍国として

この物体 を登録すべ き必要 と理由があった,と いうことである。

AnikD2(1984-113B)のGEAmericom社(米 国)へ の 売 却(1991年,Satcom

4Rと 改 称),同 衛 星 の ア ラ ブ サ ッ トへ の 売 却(1993年,ArabsatIDと 改 称),

AnikC1(1985-028B)とAnikC2(1983-059B)のParacom社(ア ル ゼ ンチ ン)へ

の 売 却(1993年,そ れ ぞ れNahuelCl,NahuelC2と 改 称),AnikC1のTele-

satCanada社 に よ る 買 い 戻 し(ユ997年),同 衛 星 のLoralSkynetdoBrasil社(ブ

ラ ジ ル)へ の 再 売 却(2000年,BrasilITと 改 称),が あ る 。 こ れ ら は,カ ナ ダ

登 録 の ま ま で あ る。

他 に は,例 え ば,米 国GTE社 に よ るSpacenetl(1984-049A)及 びSpacenet

2(1984-114A)の 中 国 へ の 売 却(前 者 は1992年,Zhonxing5(Chinasat5)と 改 称,

後 者 は1997年,ChinaSatsRと 改 称)が あ る 。 こ れ ら も,米 国 登 録 の ま ま で あ

る。

169)「2002年 打 上 げ 国 概 念 事 務 局 報 告 書 」(注163)p.16,para.36(b).

170)英 国 登 録 文 書ST/SG/SERE/219,

171)ST/SG/SERE/352.

172)前 掲 注120の 二 重 登 録 物 体 リス ト参 照 。

173)vanFenema,smpTanote136,p.33.
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(3)香 港 の中国返還 に伴 う登録 国変更

英 国 は,1998年 の 登 録 文 書 で,AsiaSat-1(1990-030A),AsiaSat-2

(1995-064A),Apstar-1(1994-043A)及 びApstar-IA(1996-039A)の

4衛 星 を,1999年7月1日 付 で英 国登 録簿 か ら抹 消 ししたが って英 国 はこれ ら

の衛 星の登録 国で はな くなった こ とを国連 に通報 した174)。 そ して,中 国 は,

こ の英 国登録文書 と同 日付 の登録文書 で,こ れ らの4衛 星 が,1997年7月1日

か ら中国香 港特別 行政 区の宇宙物体登 録簿 に記 載 され,し たが って この 日か ら

中 国が これ らの物体 の登録 国で ある ことを,国 連 に通報 した175)。

こ れ らの衛星 は,元 々英 国が登 録 していた176)。 英 国 の登録 文書 に よる と,「所

有者/運 用者 」 は,2つ のAsiaSat衛 星 につ いて はAsiaSatelliteTelecom-

munications社(香 港 に住所),2つ のApstar衛 星 はAPTSatellite社(同)

で あ り,い ず れ の衛 星 も中国領域 か ら打 ち上 げ られ た もの であ る177)。 両 国 と

も,1997年7月1日 に登録 を抹 消 しあ るい は新規 登録 を行 った理 由 を説明 して

い ないが,こ れ は香 港返還 に伴 う措置 であ るこ とは明 らかであ る178)。

こ の登 録 国変更(『 打 上 げ国』 問での変 更 であ る点 で前 記(2)の 例 と異 な る)

につ いて は,学 説上 その適 法性 につい て関心が 寄せ られて い る179)が,本 稿 に

とっては,こ の登録 国変更 は香 港返還 に伴 いこれ らの衛星 を所 有 ・運用 す る団

体 の 国籍 が変 わった ことに よる点が重 要で ある。つ ま り,機 能的物体 の登 録 国

174)ST/SG/SERE/333.

175)ST/SG/SERE/334.

176)そ れ ぞ れ 順 に,ST/SG/SER.E/222,ST/SG/SER.E/300andCorr.1,ST/

SG/SER.E/300,ST/SG/SER.E/316.

177)Apstar-1とAsiaSat-2の 打 ち 上 げ に つ い て は1994年 の,Apstar-IAに つ い て は

1996年 の 英 中 交 換 公 文 が あ る 。

178)「2002年 打 上 げ 国 概 念 事 務 局 報 告 書 」(注163)p.16,para,36(a)参 照 。 ま た,

vanFenema,supranote136,p.33;J.Hermida,"TransferofSatellitesinOrbit.

AnInternationalLawApproach",4611SL2003,189,p.189.

179)慎 重 な見 解 は,『 打 上 げ 国 』 問 で の 登 録 変 更 で あ る か ら登 録 条 約 上 は 問 題 な い,

と す る 。Kerrest,smpranotel33("NotionofLaunchingState"(1999)),p.309;

Y.Zhao,"Revisitingthel975RegistrationConvention:TimeforRevision?",in

2003KoreaWorkshop(supranote38),493,p.494;Hermida,ibid.,p.190.し か

し,運 用 後 しば ら く して か ら の 登 録 国 変 更 とい う 点 で は,前 記(2)と 異 な ら な い 。
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は所有 ・運用団体の国籍国であるという国家実行が,こ の例でも確認 しうる。

中国には,物 体の所有 ・運用団体の国籍国として この物体を登録すべ き必要と

理由があった,と いうことである。

(4)イ ンテルサッ ト衛星とインマルサ ット衛星

イ ンテルサ ッ ト衛 星 とイ ンマルサ ッ ト衛星 は従 前か ら登録 されてお ら

ず180),両 機構 が民営化 され衛星が国内法人の所有運用 に移 った後 も,こ れら

の衛星は無登録のままである。ただ,両 機構の機構改革と民営化 に伴う衛星の

国内法人への譲渡に関して,登 録 との関係で英国とオランダが行動を起 こした。

まず,英 国の行動についてである。インマルサ ットは,1999年4月 に民営化

され英国法人としての地位 を有することになった。これに伴い,英 国は2002年

にい くつかのインマルサッ ト衛星に関する情報を提供 したが,英 国の提出した

文書 は英国がこれ らの衛星の登録国でないことを明記 している181)。英国が登

録国の地位を否定 した理由は明 らかにされていないが,登 録条約の定義する『打

上げ国』 に該当しないという判断によるのであろう。

他方オランダであるが,2003年 のロ上書で,同 国はNSS7(2002-019A)と

NSS6(2002-057A)の 登録国ではないこと,し かし同国法人にこれ らの物体

の所有権が移転 したため同国は宇宙条約6条 に従いその運用について国際的責

任を有 し8条 に従いこれらに対す る管轄権及び管理の権限を有するということ

を,国 連事務総長に通報 した182)。オランダはまた,翌2004年 の口上書で,

NSS513(1988-040A)が 軌道上 に存在 しなくなったことを示 しつつ,同 国は

これらの衛星についても責任 と管轄権及び管理の権限について同様の見解 を事

務総長に通報 した183)。

180)両 機 構 の 衛 星 に つ い て 当 初 は 米 国 が 登 録 を 行 っ て い た が,1985年 か ら2000年 ま

で に打 ち 上 げ られ た35機 の 衛 星 の う ち,登 録 さ れ た の は,イ ン テ ル サ ッ ト衛 星

1機(INTELSATK(1992-032A))だ け で あ る 。

181)ST/SG/SERE/417/Rev.1.ま た 「2005年 事 務 局 背 景 文 書 」(注111)p.7,para.

38参 照 。

182)A/AC.105/806.ま た,「 同 上 背 景 文 書 」p.7,para.39参 照 。

183)A/AC.105/824.ま た,「 同 上 背 景 文 書 」p.7,para.39参 照 。
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これ らNSS衛 星は,イ ンテルサ ットが民営化前の1998年4月 にオランダに

設立 した子会社NewSkiesSatellites(NSS)社184)が 所有運用するものであ

る。同社 は,設 立にあた り,運 用中の5機 の衛星をインテルサ ットから譲 り受

けた。NSS513は そのうちの一つである(旧 称INTELSAT513)。 しか し,

同社設立後の2002年 に打 ち上げ られたNSS7とNSS6は 当初か らNSS社 の

所有運用であ り185),オ ランダが指摘するような所有権の移転はな く,恐 らく

同国の誤解であろう。また,イ ンテルサッ トから譲渡された他の4衛 星への言

及がないの も疑問である。なお,同 国が登録国の地位を否定 した理由も明 らか

でないが,オ ランダの理解 した事実からは同国は,英 国と同 じく登録条約の定

義する 『打上げ国』 に該当しない と判断したのであろう。

これらは,国 際機構の機構改革 ・民営化に関わる特殊な事例であるが,本 稿

の関心からい うと,英 国とオランダが自国企業の所有運用する物体について登

録国としての地位 をわざわざ否定 したことが注 目される。このことは,両 国が,

本来なら物体の所有 ・運用団体の国籍国が登録 を行うべ きと考えていることを

示 しているか らである。 また,オ ランダが,誤 解 に基づ くにせよ,自 国団体に

より所有 されている物体の運用について宇宙条約6条 に基づき責任 を有するの

は自国であると認識 している点 も,本 稿 にとって特に興味深い。ただ,宇 宙条

約8条 は登録国が管轄権及び管理の権限を有するという規定であるから,登 録

国の地位 を否定 しなが ら同条に基づ きこれ らの権限を有するとい う理屈 は,別

途締結される 「適当な取極」(登 録条約2条2項)に よらない限 り,宇 宙条約

8条 の解釈 としては成 り立たない。

(5)関 係国の合意による登録国の決定

宇宙物体の打ち上げ ・運用が複数国の政府系機関による共同プロジェク トと

184)同 社 について,『 衛星通信年報』(注106)191頁 参 照。

185)ま た,イ ンテルサ ッ トは,2001年7月 の民営化に先立ちNSS社 の保有株式をす

べてイ ンテルサ ッ トの署名 当事者 ・出資者に譲渡 してお り,2002年 時点で同社

とは資本関係 もなくなっていた。
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して行われる場合,政 府間協定 または実施団体間の協定でいずれの国が どの物

体の登録 を行 うかを明記することがある186)。これを網羅的に取 り上げる余裕

はないので,資 料の入手 しやすい日本関連のものを中心 に簡単に紹介する。

(a)日 本が当事国である二国間協定 ・実施団体間協定

日本が 当事 国で ある二国 間協定 と しては,以 下が あ る(表2参 照)。

・1994年 日 米 交 換 公 文187)米 国 側 書 簡3項:ADEOS(み ど り)(1996-

046A)を 日本が登録188)

・1996年 日米 交換 公文 に基づ く通 産省 一NASA実 施 取決 め189)10条2項:

EOS-AMIプ ラ ッ トフォーム(TERRA(1999-068A))を 米 国が登録

・1997年 日米交 換公 文190)米 国 側書 簡3項:ス ペー ス シ ャ トル等(STS85

(1997-039A))を 米 国が登録 し,シ ャ トルか ら日本の物体 が分離 され た場

合 は 日本 がその物体 を登録191)

・1997年 日米交換 公文192)米 国側 書簡3項:TRMM(1997-074A)を 米 国が

登 録

・1997年 日米交換 公 文193)米 国 側書 簡3項:ス ペー ス シ ャ トル等(STS89

186)登 録 条約2条2項 参照。なお,政 府聞協定の=登録規定の有無 と関係 な く実施団

体間協定で政府 に登録要請をする旨の規定が置かれる(後 掲注188参 照)こ とが

多い ようであるが,こ こでは一般 に入手で きるもののみを紹介 した。 また,宇

宙基地に関 しては,1998年 宇宙基地協定5条 や関連二国間協定で登録 に関す る

規定が置かれているが,こ れ らは基地内の乗員に対する管轄権 ・管理の権 限に

関わるなど特殊 な性格 を持 ち別途考察 を必要 とすることか ら,こ こでは取 り上

げなかった。

187)平 成7年 外務省告示第33号 。また,『 原典宇宙法』(注161)717頁 。

188)ま た,NASDA-NASA了 解 覚書(『 原典宇宙法』(同 上資料)719頁)18条 は,

NASDAが 日本政府に対 し登録要請を行 うことを規定する。

189)TreatiesandOtherInternαtionalActsSeries(hereincitedas``TIAS")12809.

交換 公文は,平 成8年 外務省告示第563号 。

190)平 成9年 外務省告示第156号 。

191)実 際 には分離 されず,登 録 もされていない。

192)平 成9年 外務省告示第327号 。

193)平 成10年 外 務省告示第67号 。
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(1998-003A),STS91(1998-034A))を 米 国が登録

・1998年 日米 交換 公 文194)米 国 側 書簡3項:ス ペ ース シャ トル等(STS90

(1998-022A))を 米 国が=登録

・1998年 日米交換 公 文195)米 国 側書簡3項:PLANETB(の ぞ み)(1998-

041A)を 日本 が登 録

・1998年 日米交i換公文196)米 国側 書簡4項:ASTRO-Eを 日本が登録197)

・1998年 日 米 交 換 公 文198)米 国 側 書 簡3項:AMSR-Eを 搭 載 した 衛 星

(AQUA(2002-022A))を 米 国が登録

・1998年 日米 交 換 公 文199)米 国 側 書 簡3項:IMAGE宇 宙 船(2000-017A)

を米 国が登 録

・2005年 日米 交換 公文200)米 国 側書 簡3項:ASTROEH(す ざ く)(2005-

025A)を 日本が登録

・2005年 日米交 換 公 文201)米 国 側 書簡3項:SOLAR-B(2006-041A)を 日

本が登録

(b)日 本 が 当事 国で ない二 国 間協定 ・実施 団体 間協定

日本が 当事 国でない二 国間協 定 ・実 施団体 附 として は,以 下 な どが あ る。

・1981年 米NASA一 伊CNR了 解 覚書202)5条:ス ペー・一ス シ ャ トルか ら分離

した イ タ リア側 物 体(LAGEOS2(1992-070B))はCNRが,ス ペ ース

シ ャ トル(STS52(1992-070A))をNASAが 登 録 す る よう確 保203)

194)平 成10年 外務省告示第263号 。

195)平 成10年 外務省告示第336号 。

196)平 成11年 外務省告示第299号 。

197)2000年2月10日 に打ち上げに失敗 したため,登 録されなかった。

198)平 成11年 外務省告示第300号 。

199)平 成11年 外務省告示第301号 。

200)平 成17年 外務省告示第670号 。

201)平 成17年 外務省告示第671号 。

202)1534United、MationsTreatySeries(hereinaftercitedas"乙 ηVTS")53,No,

26575.

203)た だ し,イ タリアは登録 しなかった。
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・1992年 米 加交 換公 文 に基づ くNASA-CSA了 解 覚書204)5条:ス ペ ース

シャ トルか ら分 離 した カナ ダペ イ ロー ド(CANEX2(CanadianTarget

Assembly)(1990-070C))はCSAが,ス ペ ー ス シ ャ トル(STS52

(1992-070A))はNASAが,登 録 のため の必 要 な措置 をとる

・1996年 米 加交換 公 文 に基 づ くNASA-CSA了 解 覚書205)13条:ス ペ ース

シャ トル(STS78(1996-036A))を 米 国が=登録

・1996年NASA一 ア ル ゼ ン チ ンCONAE了 解 覚 書206)14条:SAC-C

(2000-075B)をCONAEが 登 録207)

・1996年NASA一 仏CNES了 解 覚書208)18条:JASON(2001-055A)の 登

録 をCNESが フ ラ ンス政府 に要請209)

・1997年 米 加交換 公文 に基づ くNASA-CSA了 解 覚書210)14条:米 国がス

ペース シ ャ トル(STS85(1997-039A))を 登 録

・2003年NASA-CNES了 解 覚 書211)18条:CALIPSO(2006-016B)を フ

ランスが登 録す る ようCNESが 政 府 に要 請す る212)

・2004年NASA-CONAE了 解 覚書213)3条:Aquerius/SAC-D(未 打 ち上

げ)を アルゼ ンチ ンが登録す る ようCONAEが 政 府 に要請す る

・2005年 米 加 協定214)20条:ClaudSat(2006-016A)を 米 国が登録

これらの例 も,上 述の分析結果Fに 概ね合致 している。ただ,政 府間協定で

204)1884UA[TS4,No.32042.

205)2025乙 ワVTS354,No.34945.

206)米 国 国 務 省 サ イ ト"SearchDocumentCollections"(http://foia.state.gov/

SearchColls/CollsSearch.asp)よ り。

207)実 際 に は,ア ル ゼ ンチ ン と 米 国 の 二 重 登 録 に な っ て い る 。

208)TIASl2823.

209)実 際 は 米 国 が 登 録 して い る 。 ま た,前 掲 注149参 照 。

210)米 国 国 務 省 サ イ ト(注206)よ り。

211)同 上 。

212)2006年 末 時 点 で,米 国登 録 の み 存 在 す る 。

213)米 国 国 務 省 サ イ ト(注206)よ り。

214)同 上 。
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はな く実施 団体 間協定 に基 づ く物体 登録 につい てはその通 りにな って いない も

の もあ り(LAGOES2,SAC-C,JASON及 びCALIPSO),こ の 点 の事情 は

よ く分か らない215)。

五.結 論

(1)宇 宙物体登録の実行 における国家と宇宙物体の関係

宇宙物体の登録実行についての以上の分析から,登 録基準について次の結論

を導 くことができる。

まず,機 能的宇宙物体については,物 体の所有 ・運用団体の国籍国が登録 を

行 うという実行が,ほ ぼ確立 している。より分析的にいうと,第 一に,登 録 に

あたり,諸国は物体の所有 ・運用 とい う要素を決定的なものとして扱っている。

したがってまた,物 体 ・打 ち上げ機の製造や打 ち上げ活動 という要素は,登 録

とは全 く無関係である。第二に,物 体の所有 ・運用 という要素 と国家を結びつ

けているのは,多 くの場合その所有 ・運用を行 う団体の国籍である。ただし,

国籍 との関係が必ず しも決定的でない例 もある。

次に,非 機能的宇宙物体 については,物 体の領域打ち上げ国が登録を行 う傾

向が見 られる。すなわち,第 一に,諸 国は物体の打ち上げとい う要素が決定的

であると認識 している。 したがってまた,物 体 ・打ち上げ機の製造や物体の所

有 ・運用という要素は,登 録 と基本的に無関係である。第二に,物 体の打ち上

げという要素 と国家を結びつけているのは,そ の国の領域で打ち上げが行われ

たという事実である。なお,こ れは打 ち上げ許可という関係を含みうる。国家

領域外での打ち上げについては,実 行はまだ少 なく,は っきりしたことはいえ

ない。第三に,た だ し,登 録のないものが圧倒的に多 く,上 述の傾向が登録基

準 として十分に確立 しているとは断定で きない。

215)こ れ らの うち,SAC-Cは,所 有 ・運用 だけでな く開発 も製造 もアルゼ ンチン

の団体が行ってお り,米 国とは打 ち上げ場所 との関係 しかなく,な ぜ米国が登

録 をしたのか疑問である。
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そ してもう一つ,こ の分析か ら,国 家は登録を行 うにあた り活動の形態(機

能的物体の所有 ・運用 と非機能的物体の打ち上げ)を 区別 しているということ

も,指 摘できよう。

ここで注目すべ きことは,各 国が独 自の判断で登録を行ったものであ りなが

ら結果的に同一の基準が用いられているという事実である。つまりこの結論は

「三.」で考察 したような登録制度それ自体や登録の効果 ・意義からの当然の

帰結ではな く,し かもそ もそも登録制度は十全に実施されていないことか ら,

この登録基準は,登 録制度からでは説明できない何 らかの合理的 ・普遍的な必

要 と理由の存在を強 く推測 させる。これをどう捉えるかが,個 々の宇宙法規則

の具体的内容 を明らかにする上で重要な意味を持つことになろう。

(2)登 録基準と宇宙条約6条 の責任国 ・関係当事国

宇宙条約6条 の責任国 ・関係当事国の問題に戻ろう。冒頭で述べたように,

宇宙物体の登録制度は国家 と宇宙物体の関係を扱 うのに対 し,宇 宙条約6条 は

国家 と宇宙活動の関係 を扱っていることから,両 者は扱 う対象が異な り当然に

は結びつかない。 しか し,登 録実行において,機 能的物体については所有 ・運

用活動が,非 機能的物体については打ち上げ活動が,国 家 と関係づけられる決

定的要素であることから,こ こに登録制度における国家 と宇宙活動 との関係を

見いだすことができる。そのことを踏 まえて,以 下の点を指摘 したい。

第一に,登 録実行の示す ように国は宇宙活動を全体 として1つ の ものとは捉

えてお らず活動の形態を区別 して自国との関係を認識 していることから,責 任

国 ・関係当事国は,宇 宙活動の形態に応 じて異なりうると考えるべ きである。

つま り,衛 星の所有運用活動,打 ち上げ活動,宇 宙物体 ・ロケッ トの製造,通

信 ・放送などの衛星の利用など,そ れぞれの活動毎に別の責任国 ・関係当事国

が存在 しうる。「二.」 で紹介 した多 くの論考は,活 動の形態に応 じて責任国 ・

関係当事国を区別するとい う考 えを必ずしも示 していない点で,十 分でない。

なお,責 任 ・義務の対象 となる活動は,6条 の規定するように 「宇宙空間にお

ける活動」に限定されることに,注 意が必要である。
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第二に,機 能的物体については,各 国はその所有 ・運用団体の国籍 国が最 も

密接な関係を有すると認識 している。したがって,こ の国が機能的物体の所有 ・

運用活動 についての責任国 ・関係当事 国であるという仮説が成 り立ち うる。

「二 .」で紹介 したように物理的打ち上 げを責任国 ・関係当事国の基準 として

重視する学説は少 なくないが,国 家のこの ような一致 した認識に鑑みると,責

任国 ・関係当事国としての地位を引き受ける国家意思を,機 能的物体の物理的

打ち上げに関わった という事実から読み取ることは無理である。

第三に,非 機能的物体の打ち上げ活動については,領 域打ち上げ国(打 ち上

げ団体の国籍国と打ち上げ許可国を含みうる)が密接な関係を有する。したがっ

て,こ の国が,非 機能的物体の打ち上げ活動についての責任国 ・関係当事国で

あるという仮説が成 り立ちうるように思われる。機能的物体の打ち上 げ活動に

ついては登録実行の分析からはっきりしないが,非 機能的物体 と機能的物体 と

で区別する理由はないことから,結 局,機 能的物体 ・非機能的物体 を問わず,

物体の打 ち上げ活動について責任 ・義務を負 うのは領域打ち上げ国と考えても

よいように思われる。

ただし,こ れらの指摘は6条 の 「宇宙空間における自国の活動」の文言のう

ち 「自国の」 に焦点を絞 ったものであ り,「宇宙空間における」活動 という観

点か らの限定を別途考察する必要がある。また,6条 第一文の責任 と第二文の

義務がいかなる関係 にあるのか,責 任国と関係当事国が全 く同一国であるのか

どうかも,も う少 し深 く検討する必要がある216)。

(3)機 能的物体の 「所有 ・運用」の意味

最後に,機 能的物体の 「所有 ・運用」の意味について簡単に触れて,結 びに

代 えたい。

宇宙活動を考える上で最 も重要な役割を果たすのは,言 うまで もな く機能的

216)6条 第一文前段の責任 と後段 の責任 と第二文の許可監督義務 の関係 についての

簡単な私見 として,佐 古 田彰 「宇宙条約六条第一文の 『国際的責任』の意味」『空

法』46号(2005年)78頁 注88参 照 。



宇宙物体登録実行における宇宙物体と国家の関係(二 ・完) 2ヱ3

物体である。機能的物体 については,そ の所有 ・運用団体の国籍国が登録を行

うという実行が確立 しているが,で は,な ぜ物理的打ち上げではな く所有 ・運

用 という要素が決定的なのか,な ぜ団体の国籍 という関係が重要なのか,国 籍

は真に本質的関係なのか,他 の国は責任国 ・関係当事国となりえないのが,疑

問 として生 じよう。言い換 えると,国 家と機能的物体がその所有 ・運用団体の

国籍により関係づけ られるべき合理的 ・普遍的な必要 と理由は何か,で ある。

これを解 き明かすことが,6条 の責任国 ・関係当事国を同定するために不可欠

である。

ここで特に考えるべ きは,や はり 「所有 ・運用」の意味であろう。本稿はこ

れまで,様 々な資料で一般 に用いられる 「所有 ・運用」の語を鍵概念として用

いてきたが,こ れは,(a)所 有,(b)物 体の追跡管制,及 び(c)物体の利用,の3つ

が混在 した概念である。所有 は,言 うまで もなく国内私法上の中核概念である。

物体の追跡管制(Telemetry,TrackingandCommand;TT&C)は,宇 宙物体

の物理的運動や物体機能 の維持に関わる活動であ り,国 際電気通信連合(ITU)

の無線通信規則第1.23号 の定義する 「宇宙運用業務」に相当する概念 といえる。

そ して,物 体の利用は,通 信 ・放送など物体を利用する活動であり,物 体の物

理的運動 に直接関わ らない。これら3つ のうち,い ずれが6条 との関係で本質

的であるのか,今 後更に考察を進めたい。

(2007年1月10日 稿)

【付記】本稿は,平 成17-19年 度科学研究費補助金基盤研究(B)「国際公共利益の制

度化と複雑化する執行過程の統合に関する研究」による成果の一部である。

*注109の 「四
.2.」 を 「四.3.」 に訂正する。

**日 本での
=登録手続 きや関連宇宙物体な どに関 し,JAXAの 法務課及び総務課か

ら情報 をいただいた。ここに記 して感謝 したい。 もとより,本 稿の内容の一切 は

佐古 田に責任がある。
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表12001年 打 ち上 げ物体(続 き)

国際標識番号 宇宙物体の名称1) 登録国 打ち上げ日
打ち上げ場所の

ある国2)

打ち上げ機製

造者の国籍国

物体製造者

の国籍国3)

所有 ・運用

団体の国籍3)

一致

F4)

一致

N5)
備 考

2001-049A TES イ ン ド 22/10/2001 イ ン ド イ ン ド イ ン ド イ ン ド ○

2001-049B PROBA 無登録 22/10/2001 イ ン ド イ ン ド ベ ルギ ー ESA 無 ESA一登 録条約受諾宣言済み

2001-049C BIRD ドイツ 22/10/2001 イ ン ド イ ン ド ドイ ツ ドイ ツ ○

2001-049D イ ン ド 22/10/2001 イ ン ド イ ン ド 一 一 ○

2001-049E～PN 無登録 22/10/2001 イ ン ド イ ン ド
一 一 無

2001-050A MOLNrYA3 ロシア 25/10/2001 ロ シア ロ シア ロシ ア ロ シア ○

2001-050B～D 無登録 25/10/2001 ロ シア ロシ ア 一 一 無

2001-051A PROGRESSM1-7 ロ シア 26/11/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア ロシ ア ロ シア ○

2001-051B 無登録 26/11/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア 一 一 無

2001-051C KOLIBRI2000 ロシア 20/03/2002 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア ロシ ア ロ シア ○ 打ち上げ日はProgressM1-7か ら分離した日

2001-052A DIRECTV4S 米国 27/11/2001 フ ラ ンス フラ ンス 米国 米国 ○

2001-052B フラ ンス 27/11/2001 フ ランス フラ ンス 一 一 ○

2001-053A COSMOS2380 ロシア 01/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア ロシ ア ロ シア ○

2001-053B COSMOS2381 ロシア 01/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア ロシ ア ロ シア ○

2001-053C COSMOS2382 ロシア 01/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロ シア ロシ ア ロ シア ○

2001-053D～H 無登録 01/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ロシ ア 一 一 無

2001-054A STS108(ENDEAVOUR} 米国 05/12/2001 米国 米国 米国 米国 ○

2001-054B STARSHINE2 米国 05/12/2001 米国 米国 米国 米国 ○

2001-055A JASON 米国 07/12/2001 米国 米国 フ ランス フランス・米国 △ 米仏 共 同プ ロジ ェク ト9)

2001-055B TIMED 米国 07/12/2001 米国 米国 米国 米国 ○

2001-055C～E 米国 07/12/2001
・

米国 米国 一 一 ○

2001-056A METEOR3M-N1 ロシア 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-056B KOMPASS ロシア 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-056C BADRB パキスタン 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ パキ ス タン パキスタン ○

2001-056D MAROCTUBSAT 無登録 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ ドイ ツ モ ロ ッコ 無 モロッコ・登録条約未批准(決議登録なし)
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2001-056E REFLEKTOR ロシア,米国 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ ロ シア ロシァ・米国 △ 二重登録,米ロの科学協力調査

琴001-056F～L 無登録 10/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ 一 『 無

2001-057A COSMOS2383 ロシア 21/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-057B～J 無登録 21/12/2001 カザ フスタン(ロ シア) ウクライナ 一 一 無

2001-058A COSMOS2384 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-058B COSMOS2385 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-058C COSMOS2386 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-058D GONETSD1-7 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

20Q1-058E GQNETSDIM-8 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-058F GONETSDIM-9 ロシア 28/12/2001 ロ シア ウクライナ ロ シア ロ シア ○

2001-058G 無登録 28/12/2001 ロ シア ウクライナ 一 一 無

出所 国連宇宙部サイ ト,JAXAサ イ ト,各 種宇宙関連サイト,『衛星通信年報』など(本 文注144)か ら,筆 者作成

1)物 体の名称は,機 能的物体にのみ付されている。基本的に非機能的物体には名称がない。

2)カ ザフスタンのBaikonur宇 宙基地は,1994年 ロシアーカザフスタン協定(2004年 改正)に よりロシアが長期賃借 しており,ロ シアの登録実行において,ロ シ

ア領域か らの打ち上げの場合と区別されていない。 ここではロシアからの打ち上げとして扱った。

3)機 能的物体 についてのみ記載。非機能的物体は 「一」と表示。

4)一 致F:機 能的物体について,そ の所有 ・運用団体の国籍国と登録国が一致○,不 一致x,要 検討△。「無」は無登録。

5)一 致N:非 機能的物体について,領 域打ち上げ国と登録国が一致○,不 一致×,要 検討△。「無」は無登録。

6)ユ ーテルサット衛星については,フ ランスと同機構 との合意により,同 機構が登録を行 う条件を満たすまでの間一時的にフランスが登録を行うことになってい

る(こ れ らの物体のフランス登録文書参照)。 ここでは,実 質的に登録国はユーテルサ ットとみなした。

7)イ ンテルサット衛星の所有運用団体の国籍国は,こ こではインテルサットとした。民営化以前か らインテルサ ット衛星は無登録である。

8)所 有 ・運用団体は,デ ータによりロシアのRAKAの み とするものとウクライナのNKAUも 加えるものとがあった。 ここでは両国を所有 ・運用団体の国籍国

として記載した。

9)運 用 は,打 ち上げ後軌道上のチェックまでをフランスのCNESが 行い,そ の後を米国NASAが 担当した。
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表2日 本関連物体1)

国際標識番号 宇宙物体の名称 登録国 打ち上げ日
打 ち上げ場所の

ある国2)

所有 ・運用

団体の国籍国

一 致

F3)
備 考

1989-016A EXOSD(あ けぼの) 日本 21/02/1989 日本 日本 ○

1989-020A JCSAT1 日本 06/03/1989 フ ランス 日本 ○

1989-041A SUPERBIRDA1 無登録 05/06/1989 フ ランス 日本 無 宇宙通信(日)の 所有運用

1989-070A GMS4(ひ まわり4号) 日本 05/09/1989 日本 日本 ○ 1990年 日豪交換公文

1990-001B JCSAT2 日本 01/01/1990 米国 日本 ○

1990-007A

曹

MUSESA(ひ てん) 日本 24/01/1990 日本 日本 ○

1990-007B HAGOROMO(は ごろも) 無登録 24/01/1990 日本 日本 無 19/03/1990に ひ てんか ら切 り離 され,管 制不 能

1990-013A MOSIB(も も1号) 日本 07/02/1990 日本 日本 ○

1990-013B DEBUT(お りつ る) 日本 07/02/1990 日本 日本 ○

1990-013C JASIB(ふ じ2号) 日本 07/02/1990 日本 日本 ○

1990-077A BS3A(ゆ り3号a) 日本 28/08/1990 日本 日本 ○

1990-107A SOYUZTM-11 ソ連 02/12/1990 ソ連 ソ連 ○ ソ連 ・ソユ ーズ,秋 山豊寛搭 乗

1991-060A BS3B(ゆ り3号b) 無登録 25/08/1991 日本 日本 無

1991-062A SOLARA(よ うこ う) 無登録 30/08/1991 日本 日本 無

1992-007A JERS1(ふ よ う1号) 日本 11/02/1992 日本 日本 ○

1992-010A SUPERBIRDB 日本 26/02/1992 フ ランス 日本 ○

1992-044A GEOTA][L 日本 24/07/1992 米国 日本 ○

1992-061A STS47(ENDEAVOUR) 米国 12/09/1992 米国 米国 ○ 毛利衛搭乗

1992-084A SUPERBIRDA1 日本 01/12/1992 フ ランス 日本 ○

1993-011A ASTROD(あ すか) 日本 20/02/1993 日本 日本 ○

1994-007A OREX(り ゅ うせ い) 日本 03/02/1994 日本 日本 ○

1994-007B VEP(み ょう じょう) 日本 03/02/1994 日本 日本 ○

1994-039A STS65(COLUMBIA) 米国 08/07/1994 米国 米国 ○ 向井千秋搭乗

1994-040A PANAMSAT2(PAS2) 無登録 08/07/1994 フ ランス 米国 無 日本国内向け通信衛星4)

題

◎

理

罵
酪

繍

心
姫



22ヱ
宇
宙
物
体
登
録
実
行
に
お
け
る
宇
宙
物
体
と
国
家
の
関
係
(二
・
完
)

蝋撫誌申共疸○圃来圃果
OoO①一＼〇一＼爵

圃来臼餌国〉OQのH9ゆ①。り↑

の<寸8あ①曾

懸細簑終国9桶U噂
罧鄭整枢来田母。。O①H○粁田終田oO①①H＼卜O＼◎っO

終田(《和e)ρq↑国乞く日山<守〒。○
①曾

蝋翻圖来監採名懸樹采田母。。O①H.鰯

螺e終田○画来圃来
Q◎①OH＼8＼NO

圃来(旨鎖国〉OOQつH∩)まQつ臼の<寸。う㌣Oo①曾

○粁国×ふ恥卜○
○
①曾＼さ＼◎
◎N

終田q亀HI↑くQつρqρq詰㌣◎◎
①9

疇翻圖来P奴"藤枢果口鮭。。①曾.藩

螺e粁国○圓来圃果
oO①①H＼寸O＼き

圃采(くHqコ一≧P臼OO)OOの↑のくNNO-QO①①H

○粁田終口Q◎①〇一＼NO＼爲終口(の楚赴粂)の↑国薯OQ<昌㌣。OO9

○粁田

Kふ恥卜卜①曾＼雲＼NO

粁ロ㎞↑くQりQh<匿Oよ①9

○終国終口卜①①H＼自＼爲終口(會69興)↑国O国く臼トの↑国国ミOよ①孚

○粁田終田ま①H＼=＼爲終ロ(の鯉"も)卜。っ↑国ρq苺Oよ①①回

蝋翻簑團采O桶慧採《駆侭来阻塒卜①①H0圃来粁田卜①曾＼=＼爲画来薯]≧属臼<苺Oよ09

蝋鞭軽魍共羽○圃果圃采卜8一＼自＼曾圃果(くHρq芝⇒臼OQ)卜。。Q
っ白Qっ<。っトOよ①①一

採《懸鰍来田塒卜①①H
.
講撫細茸蝉粁口○画来画来卜①9＼oOO＼卜O図来(旨国国〉OQのH∩)頃。○

の臼の<①。うOl

卜①9

○粁ロ圃来き9＼卜O＼◎oN粁国QO臼ρコ
出国似Pの<O。っOよ①雪

○粁田×八駆卜卜①〇一＼8＼り囲

終国く一↑くのρq国り8よ09

○終匝圖来卜①①一＼NO＼嵩終田寸臼くのOh<卜OOよ09

忍"部枢来ロ塒卜①①H○粁ロ終ロ卜①①ぐNO＼舘終国(食ゆ楚)幽○の〉＼q自の国のP薯<80ーδ曾

○粁国粁田㊤O①一＼oOO＼卜H終国(ゆ。。
の褐)。qのくh国り寸O189

磁餌集終口9蝿思採鄭駆枢来田塒ま①H○終田終誼り①①一＼○◎O＼嵩

粁国(9勾必)の○国〔[<<08ーり①9

○粁国

Kふいトり①OぐNO＼8

終国ρq顛く↑のー乞<卜OOlΦの雲

醸憩ー果田榊

○圃来圃来り①曾＼HO＼HH画来

(国⇒○〉<国∩渚巴N卜Qり↑のく80189

執《懸樹くの国
-
終田塒ま①H○くの国Kλ駆卜ゆ①①H＼回H＼き<の国○のH<NりO占8H

○終田

Kふ邸卜ゆOOH＼◎OO＼①N

終ロH蛋く↑の1
客<暮Oゐ①曾

○終田画来霧①目＼oOO＼①N粁田。
う

臼くのQhく。
う81

湊①一

(商避些姻杁鐘痙團粁田○画来×ふ恥卜ゆ①①一＼◎oO＼。うO

囮来守のく幽)寸↑くの薯くZ<山<O寸Oゐ①曹

採鄭騒継懸田塒卜O曾○終瓜粁瓜ゆ①曾おO＼◎OH終田(ゆめ9"悩喬)めの芝Oρq自Olゆ①曾

採《駆枢来国塒ま曾○終国終国ゆO曾＼。うO＼oo一

終口↑巨⇒函国旨臼山国Qく隅のく自Ol霧9

○粁国粁田ま曾＼◎OO＼oOQq終口(ゆ㊤V前)りの↑国<㊤81
ま9

○終田

X八郎卜ま曾＼卜O＼◎◎O

粁田(やZ。。O

§)篇のρqρqO寸O↓①9



表2日 本関連物体(続 き)

国際標識番号 宇宙物体の名称 登録国 打ち上げ日
打 ち上げ場所の

ある国1)

所有 ・運用

団体の国籍国

一 致

F2)
備 考

1998-065A PANAMSAT8 無登録 04/11/1998 カザ フス タ ン 米国 無 日本国内向け通信衛星4)

1999-006A JCSAT6 日本 16/02/1999 米国 日本 ○

2000-010A STS99(ENDEAVOUR) 米国 11/02/2000 米国 米国 ○ スペ ース シャ トル,毛 利衛搭 乗

2000-012A SUPERBIRDB2 日本 18/02/2000 フ ランス 日本 ○

2000-017A IMAGE 米国 25/03/2000 米国 米国 ○ 1998年 日米交換公文により米国が登録

2000-060A N-SAT-110 日本 06/10/2000 フ ランス 日本 ○

2000-062A STS92(DISCOVERY) 米国 11/10/2000 米国 米国 ○ スペ ース シャ トル,若 田光 一搭乗

2000-081C LDREX 日本 20/12/2000 フ ランス 日本 ○

2001-011B BSAT2A 日本 08/03/2001 フ ランス 日本 ○

2001-029B BSAT2B 無登録 12/07/2001 フ ランス 日本(予 定) 無 軌道投入失敗

2001-038A LRE 日本 29/08/2001 日本 日本 ○

2001-038B VEP2+secondstage 無登録 29/08/2001 日本 日本 無 ロケットの付着物

2002-003A MDS-1(つ ば さ) 日本 04/02/2002 日本 日本 ○

2002-003B DASH 日本 04/02/2002 日本 日本 ○

2002-003C VEP3 無登録 04/02/2002 日本 日本 無 ロケットアダプタと一緒に分離

2002-015A JCSAT8 日本 29/03/2002 フ ランス 日本 ○

2002-022A AQUA 米国 04/05/2002 米国 米国 ○ 1998年 日米交換公文により米国が登録

2002-035B N-STARC 日本 05/07/2002 フ ランス 日本 ○

2002-042A USERS 日本 10/09/2002 日本 日本 ○

2002-042B DRTS(こ だ ま) 日本 10/09/2002 日本 日本 ○

2002-056A ADEOSI(み ど りH) 日本 14/12/2002 日本 日本 ○ 1997年 日米交換公文

2002-056B FEDSAT1 オース1ラリア 14/12/2002 日本 オース トラリア ○ CRCSS(豪)が 所有運用。日本の登録文書記載な し

2002-056C WEOS(観 太 くん) 日本 14/12/2002 日本 日本 ○

2002-056D MICROLABSAT 日本 14/12/2002 日本 日本 ○
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2003-009A IGSIA 無登録 28/03/2003 日本 日本 無 情報収集衛星。日本初の軍事 ミッションとされる。

2003-009B IGSIB 無登録 28/03/2003 日本 日本 無 同上

2003-019A MUSESC(は やぶさ) 日本 09/05/2003 日本 日本 ○ 2003年 日米交換公文

2003-028A BSAT2C 日本 11/06/2003 フラ ンス 日本 ○

2003-031E CUTE1 日本 30/06/2003 ロシア 日本 ○

2003-031J XI 日本 30/06/2003 ロシア 日本 ○

2003-044A HORIZONS1;GALAXY13 米国 01/10/2003 公海上 日本,米 国 △ Jsat社(日)とPanAmsat社(米)の 共 同所有 ・運用5)

2003-050A SERVIS1 日本 30/10/2003 ロシア 日本 ○

2004-007A MBSAT 無登録 13/03/2004 米国 日本 無 日本モバイル放送社(日)とSKTelecom社(韓 国)の 共有6)

2004-011A SUPERBIRDA2 日本 16/04/2004 米国 日本 ○

2005-006A MTSATIR(ひ まわ り6号) 日本 26/02/2005 日本 日本 ○

2005-025A ASTROEH(す ざ く) 日本 10/07/2005 日本 日本 ○ 2005年 日米交換公文により日本が登録

2005-026A STS114(DISCOVERY) 米国 26/07/2005 米国 米国 ○ スペ ース シャ トル,野 口聡 一搭 乗

2005-031A OICETS(き らり) 日本 23/08/2005 カザ フス タ ン 日本 ○

2005-031B INDEX(れ いめ い) 日本 23/08/2005 カザ フス タン 日本 ○

2005-043F CUBESATXI-V 日本 27/10/2005 ロシア 日本 ○

出所 国連宇宙部サイ ト,JAXAサ イト,各 種宇宙関連サイト,『衛星通信年報』など(本 文注144)及 びmJl青報通信白書』から,筆 者作成

1)「 日本 関連 」 とは,① 日本 が登 録国 であ る もの,② 日本領 域か ら打 ち上 げ られ た もの,③ 日本 の団体 が所 有運 用 してい る もの,④ 日本 人が宇 宙飛行 士 として搭

乗 した もの,⑤ 日本 で許可 を得 てサー ビス を提 供す る通信 ・放 送静止 衛星,を 含 む。 ただ し,非 機 能的物 体 は除外 して いる。 なお,こ こに記載 した時 期 は,日

本企 業が衛 星の所 有運用 を始 め た1989年 か ら2005年 末 までで ある。

2)「 カザ フス タン」 は実 質的 にロ シア として扱 って いる。表1の 注2参 照。

3)一 致F:機 能的物 体 につい て,そ の所有 ・運用 団体 の国籍 国 と登録 国が一致 ○,不 一致 ×,要 検討 △。 「無」 は無登録 。

4)『 情 報通信 白書 平成18年 版』124頁 参 照。

5)正 確 に は米 国法人HorizonsSatelliteLLCが 所 有。 同社 は,PanAmSatとJsatInternationalInc.(Jsatが100%出 資 した米 国法人)が50%ず つ 出資 して設 立

され た。衛 星の運 用 は,PanAmSat社 とJsat社 。北米 ・ハ ワイ地 域 をカバ ーする。

6)運 用 は,日 本モバ イ ル放送社 とSKTelecom社 の 委託 に よ り宇 宙通 信(日)が 行 う。
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表3SeaLaunch社 による打ち上げ物体

国際標識番号1) 宇宙物体の名称 登録国 打ち上げ日
所有 ・運用

団体の国籍国
一致F2) 備 考

1999-014A DEMOSAT 無登録 28/03/1999 英国 無 打ち上げ実験。運用はSeaLaunch社

1999-014B 無登録 28/03/1999

1999-056A DIRECTV1-R 米国 10/10/1999 米国 ○

1999-056B 米国 10/10/1999 米国が打ち上げ残骸物を登録

2000-043A PAS9 米国 28/07/2000 米国 ○ 米国法人になって最初の打ち上げ

2000-043B 米国 28/07/2000 米国が打ち上げ残骸物を登録

2000-066A THURAYA1 UAE 21/10/2000 UAE ○

2000-066B 無登録 21/10/2000

2001-012A XM2ROCK 米国 18/03/2001 米国 ○

2001-012B 米国 19/03/2001 米国が打ち上げ残骸物を登録

2001-018A XMlROLL 米国 08/05/2001 米国 ○

2001-018B 米国 08/05/2001 米国が打ち上げ残骸物を登録

2002-030A GALAXY3C 米国 15/06/2002 米国 ○

2002-030B 米国 一 15/06/2002 米国が打ち上げ残骸物を登録

2003-026A THURAYA2 UAE 10/06/2003 UAE ○

2003-026B 無登録 10/06/2003

2003-034A ECHOSTAR9;TELSTAR13 米国 08/08/2003 米国 ○

2003-034B 無登録 08/08/2003

2003-044A HORIZONS1;GALAXY13 米国 01/10/2003 米 国,日 本 △ 表2の 注5参 照

2003-044B 無登録 01/10/2003

2004-001A ESTRELADUSOL-TELSTAR14 無登録 11/01/2004 ブラジル 無 3)

2004-001B 無登録 11/01/2004

2004-016A DIRECTV7S 米国 04/05/2004 米国 ○

2004-016B 無登録 04/05/2004
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2004-024A APSTAR5(TELSTAR18) 無登録 29/06/2004 中国,米 国 無 4)

2004-024B 無登録 04/05/2004

2005-008A XM3 米国 01/03/2005 米国 ○

2005-008B 無登録 01/03/2005

2005-015A SPACEWAY1 米国 26/04/2005 米国 ○

2005-015B 無登録 26/04/2005

2005-022A INTELSATAMERICAS8 無登録 23/06/2005 イ ンテ ルサ ッ ト 無 表1の 注7参 照

2005-022B 無登録 23/06/2005

2005-044A INMARSAT4-F2 無登録 08/11/2005 イ ンマ ルサ ッ ト 無 5)

2006-003A ECHOSTAR10 米国 15/02/2006 米国 ○

2006-003B 無登録 15/02/2006

2006-010A JCSAT9 無登録 12/04/2006 日本 無

2006-010B 無登録 12/04/2006

2006-023A GALAXY16 米国 18/06/2006 米国 ○

2006-023B 無登録 18/06/2006

2006-034A KOREASAT5 無登録 22/08/2006 韓国 無

2006-034B 無登録 22/08/2006

2006-049A XM4 無登録 30/10/2006 米国 無

2006-049B 無登録 30/10/2006

出所 国連宇宙部サイ ト,JAXAサ イト,各 種宇宙関連サイ ト,『衛星通信年報』など(本 文注144)か ら,筆 者作成
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1)番 号 末尾 のアル フ ァベ ッ トB(名 称欄 空欄)は いず れ も非機 能 的物体。 なお,2005-044Bの 存在 は確認 で きなか った。

2)一 致F:機 能的物 体 につい て,そ の所有 ・運用 団体 の国籍 国 と登 録国 が一致 ○,不 一致 ×,要 検 討△ 。 「無 」 は無 登録 。

3)LoralSkynetdoBrasil社(ブ ラジ ル)の 所 有 ・運 用。 同社 は,Lora1Space&Communications(米 国)の 子会社 。

4)AptSatellite社(中 国)とLoralSkynet社(米 国)の 共 同所 有。運 用 につ いて は,資 料 によ りい ずれ かの一方 あ るい は両社 とする ものが あ り,は っ き りしない。

こ こでは両社 と して扱 った。 衛星 は,ア ジア地 域 をカバー す る。

5)イ ンマ ルサ ッ ト衛星 の所 有運用 団体 の国籍 国 は正確 には英 国で あ る(本 文 「四 。4.(4)」)が,こ こで はイ ンマルサ ッ トと した。民 営化 以前 か らイ ンマ ルサ ッ

・ト衛 星 は無 登録 であ る。
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